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第４章 地域生活支援事業の見込み量 

 

「地域生活支援事業」は，「障害福祉サービス」と同様に「障害者総合支援法」に基づく

サービスですが，こちらは全国統一の基準でなく，サービスの内容を都道府県，市町村な

どの自治体で定め，地域の実情に合わせて実施する事業です。実施する内容や形態（直営・

委託・補助など）とそれに係る事業者の報酬，利用者負担額などの仕組みは自治体により

異なります。 

 

全ての自治体が原則実施するとされている「必須事業」と，市町村が独自に定めて実施

する「任意事業」があります。 

 

特に専門性の高い事業，広域的な対応が必要な事業については，都道府県が地域生活支

援事業として実施します。 

 

（参考例）東京都地域生活支援事業 

・発達障害者支援センター運営事業 

・高次脳機能障害支援普及事業 

・障害児等療育支援事業 

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業・派遣事業 など 

 

 

【各サービスの実績及び見込み量の表記について】 

 

○ 調布市が支給決定の実施主体となっている利用者を対象としています。 

 

○ 各サービスにおける実績及び見込み量は，利用時間数及び利用日数については各年度

の全ての利用者の利用量の年間合計の数値を，利用者数については年間の実利用者数を

記載しています 

 

○ 一部の事業については，事業の性格上，国の基本指針に沿って見込み量を数値ではな

く「事業の実施の有無」で定めます。 

 

○ 令和 2 年度の実績については，本計画の策定中に数値が確定しないため，令和 2 年度

の一部実績をもとに算定した推計値となります。 

 

○ 令和 2 年度の実績は，新型コロナウイルス感染拡大の影響により，サービス種別によ

っては大きく減少が見込まれています。これらのサービス種別における次期計画期間に

必要なサービス量の見込みは，令和元年度の実績をもとに算定しています。 
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１ 必須事業 
 

 

(1) 理解促進研修・啓発事業 

 

障害者等の自立した日常生活及び社会生活に関する理解を深めるための研修及び啓発を

行う事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 地域活動支援センター事業，こころの健康支援センター等における取組のほか，障害

者を地域で支える体制づくり事業やヘルプカード事業等により障害への理解促進・啓発

に積極的に取り組んでいます。今後も同様の取組を継続するとともに，ヘルプカードの

普及促進等により社会的障壁の除去を推進します。 

 

● 障害者地域自立支援協議会のワーキング・グループで障害理解の促進について協議を

行い，課題の整理と計画策定への意見具申を行いました。 

 

● ヘルプカード・ヘルプマークや障害者差別解消法の普及啓発を継続的に図り，認知度

は向上していますが，今後もより一層の周知が必要です。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

理解促進研修 

・啓発事業 
有無 

計画 有 有 有 

実績 有 有 有 

 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 共生社会の実現へ向けて，障害理解の促進や障害者差別解消法の普及啓発等に引き続

き取り組みます。市民へ向けた発信にあたっては，障害者地域自立支援協議会からの提

言を踏まえ，当事者自身による発信機会の確保にも留意しながら実施します。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

理解促進研修 

・啓発事業 
有無 有 有 有 有 有 
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(2) 自発的活動支援事業 

 

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるようにするために，障害

者等，障害者等の家族，地域住民等により自発的に行われる活動に対する支援を行う事業

です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 地域活動支援センターや，こころの健康支援センターなどの事業において当事者主体

による情報交換や仲間づくり等の場としてサロン運営や，施設開放による当事者・家族

会等の活動支援を行っています。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

自発的活動支援事業 有無 
計画 有 有 有 

実績 有 有 有 

 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

● 引き続き事業運営や施設開放による当事者・家族等の活動支援を継続します。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

自発的活動支援事業 有無 有 有 有 有 有 

 

 

(3) 相談支援事業 

 

障害福祉サービスの「相談支援」とは異なり，いわゆる一般的な相談や幅広いケアマネ

ジメントを行います。障害者やその家族からの相談に応じ，地域における生活のために必

要な情報の提供や，障害福祉サービス利用に関する支援等，必要な支援を行う事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● ドルチェ，ちょうふだぞう，希望ヶ丘の 3 事業所で障害者相談支援事業を

実施するとともに，障害福祉課に基幹相談支援センターを設置し，3 か所の相
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談支援事業所との連携を強化しつつ，相談支援の充実を図っています。 

住宅入居等支援事業は，地域の体制整備等広域的な取組を中心として，障害者相談支

援事業の一環として継続して実施しています。 

 

● 障害者地域自立支援協議会のワーキング・グループで非常時の地域ネットワークづく

りについて協議を行い，課題の整理と計画策定への意見具申を行いました。 

 

● 福祉のみならず，保健医療，住まい，就労，教育など他機関・他分野にわたる支援機関

のネットワークを構築し，支援内容の調整を図るため，「相談支援包括化推進会議」を設

置し，障害，高齢，子どもなどの枠にとらわれない横断的，包括的な支援体制や地域住

民による支え合いのしくみづくりに取り組んでいます。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

障害者相談支援事業 箇所 
計画 3 3 3 

実績 3 3 3 

基幹相談支援センター 有無 
計画 有 有 有 

実績 有 有 有 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
有無 

計画 有 有 有 

実績 有 有 有 

住宅入居等支援事業 有無 
計画 有 有 有 

実績 有 有 有 

 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 年齢やライフステージの切れ目なく障害者が安心して地域生活をおくれるよう，基幹

相談支援センター（障害福祉課），子ども発達センター，こころの健康支援センターと，

３か所の相談支援事業所を中心とした相談支援体制を継続するとともに，体制の強化を

図っていきます。 

 

○ 相談支援にあたる職員の障害福祉以外の分野の制度や医療的ケア等への知識・理解の

向上とともに，市民全体への相談窓口の一層の周知に努めます。 

 

○ 障害者地域自立支援協議会からの意見具申を踏まえ，非常時における相談支援事業所

を中心としたネットワーク，支援体制の構築へ向けて検討を進めます。 

 

○ 「相談支援包括化推進会議」を中心として，関係機関との連携による分野を

超えた相談支援の包括化に取り組みます。  
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事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

障害者相談支援事業 箇所 3 3 3 3 3 

基幹相談支援センター 有無 有 有 有 有 有 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
有無 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援事業 有無 有 有 有 有 有 

 

 

＜調布市内の障害児・者相談支援体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基幹相談支援センター（障害福祉課） 

・相談支援の中核的な役割 

・地域の相談支援専門員のスーパービジョン 

・人材育成    ・広域的な調整 

・ネットワーク構築 

・障害者虐待防止センター 

・医療的ケアコーディネーターの配置 

障害者地域活動支援センター 

ドルチェ 

（身体障害，高次脳機能障害） 

・地域活動支援センター 

地域生活支援センター 

希望ヶ丘 

（精神障害） 

・地域活動支援センター 

障害者地域生活・就労 

支援センターちょうふだぞう 

（知的障害） 

・地域活動支援センター 

・あんしんネット 

・就労支援事業 

こころの健康支援センター 

（精神障害，発達障害） 

・デイ事業 

・自立訓練（生活訓練） 

・就労支援事業 

・普及啓発 

子ども発達センター 

（障害児，子どもの発達相談） 

・通園事業（児童発達支援） 

・発達支援事業 

・保育所等訪問支援 

・緊急一時養護事業・リフレッシュ 

支援事業 

障害者相談支援事業所（地域生活支援事業） 
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(4) 成年後見制度利用支援事業 

 

障害福祉サービス等の利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認め

られる方で，成年後見制度の利用に要する費用（申立費用，後見等報酬）の支払いが困難

な方にその費用を支給する事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 成年後見制度の利用に要する費用助成としての利用実績はありませんが，申立する親

族がいない障害者について障害福祉課にて市長申立（※）の支援を行った事例はあり，ここ

では当該件数を実績として計上します。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

成年後見制度 

利用支援事業 
件 

計画 2 3 3 

実績 

（計画比） 

５ 

（250.0%） 

0 

（0.0%） 

4 

（133.3%） 

 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 成年後見制度の利用が必要な方は今後も増加していくと見込まれ，今後も相談支援を

通じて，制度の周知を含め，必要とする人が確実に制度を利用できるように取り組んで

いきます。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

成年後見制度 

利用支援事業 
件 0 4 4 5 5 

 

 

 
 

※ 親族等による申立が困難な場合において，その福祉を図るために特に必要があると認めるときに市長を

申立権者として家庭裁判所に対して後見開始等の審判の申立を行うもの 
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(5) 成年後見制度法人後見支援事業 

 

障害者に係る民法に規定する後見，保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材

の育成及び活用を図るための研修を行う事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 近隣４市と共同で設立・運営している一般社団法人多摩南部成年後見センターにおい

て，福祉面に配慮した法人による後見事務等を実施しています。 

 

● 平成 28 年 5 月に施行された成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法

律第 29 号）の規定により，地域における成年後見制度利用促進に資する体制整備を協

働して進めていくことを目的として，令和 2 年 3 月に「調布市、日野市、狛江市、多摩

市、稲城市成年後見制度利用促進基本計画」を策定しました。 

 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
有無 

計画 有 有 有 

実績 有 有 有 

 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ センターの機能の見直しを含め，権利擁護体制の充実により一層努めていきます。ま

た，受任者の拡大を図るため，社会貢献型後見人（市民後見人）の育成拡充に取り組み

ます。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
有無 有 有 有 有 有 
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(6) 意思疎通支援事業 

 

聴覚，言語機能，音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者

などに対し，手話通訳・要約筆記などの方法により意思疎通支援を行う者の派遣を行う事

業です。 

 

※１ 本事業とは別途に，図書館で音訳・点訳による支援を行うとともに，音訳者・点訳者の養成

を行っております。 

 

※２ 専門性の高い意思疎通支援を行う以下の者の養成研修事業・派遣事業は，都道府県地域生活

支援事業として実施することとされています。 

・手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

・盲ろう者向け通訳・介助員養成研修・派遣事業 

・失語症者向け意思疎通支援者養成研修・派遣事業 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 利用実績は見込み量に達していませんが，より多くの方が必要時に手話通訳等を利用

できる環境を確保するため，通訳者を今後も養成，確保していくことが必要です。 

 

● 要約筆記の利用希望が計画と比較して少なくなっていますが，利用希望があった場合

にはサービスを提供できる体制を維持しています。 

 

● 障害福祉課に手話通訳者を配置し，市役所に来庁する聴覚障害者等の手続きの支援を

行っています。 

 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

手話通訳者派遣 
延べ利用件数 

（件） 

計画 600 600 600 

実績 

（計画比） 

693 

（115.5%） 

634 

（105.7%） 

609 

（101.5%） 

要約筆記者派遣 
延べ利用件数 

（件） 

計画 25 25 25 

実績 

（計画比） 

1 

（4.0%） 

0 

（0.0%） 

14 

（56.0%） 

手話通訳者設置 
設置者数 

（人） 

計画 1 1 1 

実績 

（計画比） 

1 

（100.0%） 

1 

（100.0%） 

1 

（100.0%） 
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【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ これまでの実績をもとに見込み量を設定しますが，手話通訳，要約筆記は聴覚障害，

音声機能障害または言語機能障害により意思疎通に支援の必要な方の地域生活及び社会

参加のために必須のものであり，今後も充実を図ります。 

 

○ 従事者を対象とした交流会や研修会等を通じて通訳者の専門性向上とスキルアップを

図ります。 

 

○ 電話リレーサービス，遠隔通訳サービスなどの ICT 技術を活用した新たな意思疎通支

援手段についても，国や東京都の取組を注視しながら利用者への周知等に努めます。 

 

○ 手話通訳者以外の東京都が実施する意思疎通支援事業等についても，利用者への適切

な情報提供に努めます。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

手話通訳者派遣 
延べ利用件数 

（件） 
634 609 650 650 650 

要約筆記者派遣 
延べ利用件数 

（件） 
0 14 20 20 20 

手話通訳者設置 
設置者数 

（人） 
1 1 1 1 1 
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(7) 日常生活用具給付等事業 

 

障害者等に対し，特殊ベッド，各種信号装置，ストーマ装具，住宅改修などの日常生活

用具を給付する事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● サービスの特性上，各年度で実績の差異がありますが，概ね計画値から極端に乖離す

ることなく推移しています。障害者からの個別の相談に応じ支給決定を行うとともに，

要望等に応じて対象用具を見直し，品目の追加等を行いました。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

介護・訓練 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 

計画 18 18 18 

実績 

（計画比） 

12 

（66.7%） 

24 

（133.3%） 

9 

（50.0%） 

自立生活 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 

計画 43 43 43 

実績 

（計画比） 

42 

（97.7%） 

32 

（74.4%） 

33 

（76.7%） 

在宅療養等 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 

計画 28 28 28 

実績 

（計画比） 

34 

（121.4%） 

46 

（164.3%） 

32 

（114.3%） 

情報・意思疎通 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 

計画 25 25 25 

実績 

（計画比） 

40 

（160.0%） 

52 

（208.0%） 

45 

（180.0%） 

排泄管理 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 

計画 4,000 4,000 4,000 

実績 

（計画比） 

4,447 

（110.2%） 

3,775 

（94.8%） 

3,213 

（80.3%） 

居宅生活動作 

補助用具 

（住宅改修） 

延べ利用件数 

（件） 

計画 15 15 15 

実績 

（計画比） 

3 

（20.0%） 

7 

（46.7%） 

9 

（60.0%） 
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【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 今後も製品の多様化に伴う障害者のニーズに的確に対応できるよう，対象用具や対象

者の要件について必要に応じて検討します。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

介護・訓練 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 
24 9 18 18 18 

自立生活 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 
32 33 35 35 35 

在宅療養等 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 
46 32 35 35 35 

情報・意思疎通 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 
52 45 45 45 45 

排泄管理 

支援用具 

延べ利用件数 

（件） 
3,775 3,213 4,000 4,000 4,000 

居宅生活動作 

補助用具 

（住宅改修） 

延べ利用件数 

（件） 
7 9 10 10 10 
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(8) 手話奉仕員養成研修事業 

 

意思疎通支援を行う者（手話奉仕員）を養成する事業です。 

（専門性の高い手話通訳者，要約筆記者，盲ろう者向け通訳・介助員の養成は都道府県事

業として実施されます。） 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 調布市社会福祉協議会が実施する手話通訳者養成事業に補助を行い、引き続き必要な

手話奉仕員の確保を図りました。 

 

● 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため，令和 2 年度は基礎コースが開催中止と

なっています。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

基礎コース 

（手話奉仕員） 

修了者数 

（人） 

計画 50 50 50 

実績 

（計画比） 

46 

（92.0%） 

41 

（82.0%） 

0（開催中止） 

（0.0%） 

養成コース 

（手話通訳者） 

修了者数 

（人） 

計画 10 10 10 

実績 

（計画比） 

11 

（110.0%） 

8 

（80.0%） 

8 

（80.0%） 
 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 調布市社会福祉協議会が実施する養成事業への補助により，引き続き必要な手話奉仕

員・手話通訳者の確保を図ります。あわせて研修等による通訳者のスキルアップを図り，

より聴覚障害者が利用しやすい環境を整備します。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

基礎コース 

（手話奉仕員） 

修了者数 

（人） 
41 0 50 50 50 

養成コース 

（手話通訳者） 

修了者数 

（人） 
8 8 10 10 10 
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(9) 移動支援事業 

 

一人では外出できない知的障害者，精神障害者（発達障害者，高次脳機能障害者を含む。），

全身性障害者，難病患者等について，ガイドヘルパーを派遣し，外出の支援を行う事業で

す。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 調布市福祉人材育成センターにて移動支援従業者養成研修を実施し，毎年度一定数の

資格取得者，新規就労者を輩出していますが，依然として利用ニーズに対して，事業所

やヘルパーの不足が続いています。 

 

● 令和元年 10 月から事業者の登録要件を緩和し，通所施設においても移動支援事業を

実施できることとし，サービス提供体制の拡大を図っています。 

 

● 市が通所施設に交付している障害福祉サービス等事業者施設運営費補助金について，

令和２年度からの改正で，移動支援事業を実施している法人が運営する事業所の補助率

を引き上げることとし，事業の間接的支援と参入促進を図っています。 

 

● 令和２年度からの改正で，一定条件のもと特別支援学級への「通学」を目的とする利

用を可能としました。 

 

● 令和 2 年度は，新型コロナウイルス感染拡大の影響で利用実績が下がる見込みとなっ

ていますが，市では衛生用品等のかかり増し経費のため，臨時に支援費の上乗せを実施

して事業者の支援を図っています。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

移動支援事業 

延べ利用時間数 

（時間） 

計画 15,500 16,300 17,100 

実績 

（計画比） 

15,251 

（98.4%） 

14,736 

（90.4%） 

7,955 

（46.5%） 

実利用者数 

（人） 

計画 175 180 185 

実績 

（計画比） 

176 

（100.6%） 

174 

（96.7%） 

120 

（64.9%） 
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【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 引き続き，調布市福祉人材育成センターで従業者養成研修を実施し，ガイドヘルパー

の更なる育成・確保を図ります。 

 

○ 市が設置する通所施設での実施へ向けて検討を進めるとともに，民間事業所での実施

拡大へ向けて事業者との協議を進めます。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

移動支援事業 

延べ利用時間数 

（時間） 
14,736 7,955 15,500 16,300 17,100 

実利用者数 

（人） 
174 120 175 180 185 

 

 

(10) 地域活動支援センター事業  

 

基本事業としての居場所機能，創作活動，生産活動の機会を提供するほか，相談支援事

業や社会資源との連携，地域ボランティアの育成・助言，障害者に対する理解促進のため

の普及啓発事業を行います。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● ドルチェ，ちょうふだぞう，希望ヶ丘の３か所の相談支援事業所で事業を実施してい

ます。相談支援事業の利用者数の増加とともに本事業の利用者数も増加が続いています。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

地域活動支援 

センター事業 

設置箇所数 

（箇所） 

計画 3 3 3 

実績 

（計画比） 

3 

（100.0%） 

3 

（100.0%） 

3 

（100.0%） 

実利用者数 

（人） 

計画 1,000 1,050 1,100 

実績 

（計画比） 

1,030 

（103.0%） 

1,071 

（102.0%） 

1,075 

（97.7%） 
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【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 今後も障害者相談支援事業と同様に３か所で事業を実施します。相談支援事業との一 

体的な運営で，より効果的な事業の実施に取り組みます。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

地域活動支援 

センター事業 

設置箇所数 

（箇所） 
3 3 3 3 3 

実利用者数 

（人） 
1,071 1,075 1,080 1,100 1,120 
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２ 任意事業 
 

 

(1) 訪問入浴サービス事業 

 

自宅において一人で入浴できない，常に介護を要する障害者に入浴車を派遣して入浴サ

ービスを行う事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 計画値には達していませんが，利用回数は増加傾向にあります。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

訪問入浴 

サービス事業 

延べ利用回数 

（回） 

計画 950 1,000 1,050 

実績 

（計画比） 

792 

（83.4%） 

817 

（81.7%） 

941 

（94.1%） 

実利用者数 

（人） 

計画 20 21 22 

実績 

（計画比） 

18 

（90.0%） 

20 

（95.2%） 

18 

（81.8%） 

 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 在宅で生活する重度障害者に必要なサービスが提供できるよう事業を継続するととも

に，引き続き事業の周知を図って参ります。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

訪問入浴 

サービス事業 

延べ利用回数 

（回） 
817 941 1,000 1,050 1,100 

実利用者数 

（人） 
20 18 20 21 22 
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(2) 日中一時支援事業 

 

障害児・者の日中における活動の場を確保し，障害者等の家族の就労支援及び障害児・

者を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とした事業です。 

 

【第５期計画の評価と今後の課題】 

 

● 就労している保護者等から，平日夕方以降の居場所の確保としてのニーズが大きくな

っています。 

 

● 障害者の平日の夕方以降や，障害児の学校休業日等における活動時間の延長ニーズに

対応するため，令和元年 10 月から通所施設における延長支援について，市独自の助成

制度を設けました。市が設置する「希望の家」でも令和 2 年度から開始しましたが，ま

だ実施事業所数は少なく，今後も事業者との協議や周知による拡大が必要です。 

 

● 新型コロナウイルス感染拡大による学校休業期間中（令和 2 年 3 月から令和 2 年 5

月まで）においては臨時に適用を拡大し，長時間の開所を要請された放課後等デイサー

ビス事業所の支援を行いました。これにより，令和元年度及び令和 2 年度は利用者数が

増加しています。 

 

● 市が通所施設に交付している障害福祉サービス等事業者施設運営費補助金について，

令和２年度からの改正で，日中一時支援事業を実施している事業所の補助率を引き上げ

ることとし，事業の間接的支援と参入促進を図っています。 

 

● 短期入所事業所等で実施する日中一時支援について，令和 2 年度から短時間のサービ

ス提供に係る支援費の引き上げを行いました。 

 

事業種別 単位 区分 H30 年度 
(2018 年度) 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

日中一時支援 

事業 

延べ利用日数 

（日） 

計画 4,400 4,600 4,800 

実績 

（計画比） 

4,095 

（93.1%） 

4,761 

（103.5%） 

2,977 

（62.0%） 

実利用者数 

（人） 

計画 136 143 150 

実績 

（計画比） 

137 

（100.7%） 

209 

（146.2%） 

142 

（94.7%） 
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【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 市が設置する通所施設での実施に向けて支援体制の整備を図るとともに，民間事業所

での実施拡大へ向けて事業者との協議を進めます。 

 

事業種別 単位 
参考 第６期計画 

R1 年度 
(2019 年度) 

R2 年度 
(2020 年度) 

R3 年度 
(2021 年度) 

R4 年度 
(2022 年度) 

R5 年度 
(2023 年度) 

日中一時支援 

事業 

延べ利用日数 

（日） 
4,761 2,977 4,800 5,000 5,200 

実利用者数 

（人） 
209 142 150 160 170 

 

 

(3) その他事業 

 

上記事業以外にも，地域生活支援事業に係る国補助金要綱の見直し等に対応し，必要に

応じて新たな事業を位置付けて実施し，取組の充実と必要な財源確保に努めています。 

 

【第５期計画期間の振り返り】 

 

● 平成 30 年度から「重度障害者の大学等修学支援事業」を開始し，重度障害者の大学

等への修学に必要な身体介護等を提供し，社会参加及び大学等における重度障害者の修

学のために必要な支援体制の構築を支援しています。 

 

● 令和 2 年度から，「医療的ケア児等総合支援事業」が創設され，障害福祉課における障

害者福祉医療等相談員（医療的ケア児等コーディネーター）の配置を本事業に位置付け

て実施しています。 

 

【第６期計画における事業の方向性】 

 

○ 医療的ケア児支援の協議の場として設置する「医療的ケア児支援関係機関連絡会」に

ついて，令和 3 年度から「医療的ケア児等総合支援事業」に位置付け実施します。 

 

○ 上記各事業の継続のほか，引き続き地域生活支援事業に係る国補助金要綱の見直し等

に対応し，必要に応じて新たな事業を位置付けて実施し，取組の充実と必要な財源確保

に努めます。 

 

 


